
　事業の海外展開を果たしている会社が多い

中，特に直接投資により子会社を設立してい

る会社については，特有の税務の問題が生じ

ることになります。例えば，タックス・ヘイ

ブン対策税制，間接外国税額控除制度（注）等

がありますが，本稿では，海外に子会社があ

れば何らかの適用関係が必ず生じることにな

ると思われる移転価格税制に特にスポットを

当てることにします。

（注）　間接外国税額控除制度は，平成２１年税制改

正により海外子会社配当等益金不算入制度の

創設により廃止されます。

　なお，本稿の意見にわたる部分については，

筆者の私見であることをお断りしておきます。

　移転価格税制は，法人が後述の国外関連者

と行う取引の対価の額を通じて，わが国の所

得が海外に移転することを防止する目的で導

入されています。制度としては，その取引の

対価の額が一般の取引価格（以下「独立企業

間価格」という。）と異なることにより，わ

が国の法人の所得の金額が減少することとな

る場合には，国外関連者との取引を独立企業

間価格で行ったものとして，法人の各事業年

度の所得を計算するものです。

　上記の「国外関連者」とは，発行済株式の

総数または出資金額の１００分の５０以上の株式

または出資の金額を直接または間接に保有す

る関係（以下「出資関係」という。），あるい

は５０％以上の出資関係がない場合でも役員関

係，取引依存関係，資金依存関係等で実質的

な支配関係が認められる関係のある外国法人

であり，海外子会社であれば基本的に該当す

ることになります。

　移転価格税制においては，海外子会社と行

う様々な取引が対象となります。そして，製

品，半製品，ＣＫＤ部品等の輸出・輸入に係

る棚卸資産取引，あるいは現地生産を行うた

めの製造技術・ノウハウ等を子会社に供与す

る無形資産取引など，海外事業の根幹となる

経常的な取引も当然含まれます。
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は じ め に

１　移転価格税制への対処の重要性

（対象となる業種）

　海外に子会社がある会社は基本的に全

て対象となり得ますが，子会社形態によ

り海外進出し現地生産化が特に進んでい

る自動車及び自動車部品，電子・電機部

品，家電，事務機器等の製造業を主とし

て念頭においています。

＜業種に特有な会計及び税務処理シリーズ＞

海外に子会社のある会社特有の税務
－法人税申告書別表十七�に基づく移転価格税制の実務的解説－

新日本アーンスト　アンド　ヤング税理士法人／税理士　佐 藤 雅 弘

第６回



　したがって，このような事業上の主要な取

引に対し，移転価格課税を受けるような事態

が生じた場合，相当の取引規模で同様の取引

状況（取引形態，価格設定方法等）が継続さ

れている場合が多く，移転価格税制の遡及期

間である６年にわたって同様の問題で課税を

受け，その結果，追徴税額が多額に上る可能

性が高くなります。また，過去の取引の問題

に留まらず，課税処理対象年度以後の事業年

度（以下「後続年度」という。）においても

同様の移転価格税制の適用上の問題が生じる

ことになります。そして，後続年度の移転価

格課税を回避するためには，従来の価格設定

方法の見直し等を含めたビジネスモデルの再

設計が求められることがあり，単に税務上の

問題に留まらず事業戦略に対しても重要な影

響を及ぼす可能性があるといえます。

　このため，海外子会社がある法人は，その

海外子会社との取引について，移転価格税制

を十分考慮した対応をとる必要があります。

　海外子会社と取引のある法人は，法人税申

告に際し，その申告書に別表十七�を添付す

ることになります。別表十七�は，移転価格

税制が昭和６１年度の税制改正で導入されて以

来，当初の項目から記載対象が逐次追加され，

現在の様式に至っています。この別表におい

て記載を求められている項目は，税務当局が

移転価格税制上の検討を概観的に行う上で必

用となる事項としてポイントを絞り込んだ結

果の内容になっていると思われます。これは，

国税庁が移転価格税制に関する事務運営をど

のように行っていくかについて定め公表して

いる「移転価格事務運営要領第２章　調査」

（以下「事務運営要領」という。）２－３で，

別表十七�に関して次のように規定している

ことからも窺えます。

　そこで，本稿では，会社税務として身近な

法人税申告書に添付される別表十七�とそこ

で記載を求められている事項に焦点を当て，

その意義と留意点について移転価格税制を実

務的に解説します。

（注）　平成２１年４月１日以降終了する事業年度に

ついては，「国外関連者に関する明細書」の別

表番号が別表十七�から別表十七�に変更さ

れます。

�　別表十七�の記載事項と記載方法

　法人が国外関連者と取引を行った場合に，

別表十七�において，その国外関連者とその

取引に関係する以下に述べる事項を記載する

ことになります。

ａ　国外関連者の名称等

　①　名　　　称

　②　本店又は主たる事務所の所在地

　③　主たる事業

　　　例えば，「甲（製品種類）の製造」と

記載します。

　④　従業員の数

　　　国外関連者における従業員の数を記載

します。

　⑤　資本金の額又は出資金の額

　　　国外関連者の所在地国の通貨で記載し
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２　移転価格税制と法人税申告書「国外関連者に関する明細書」（別表十七�）

（別表十七�の添付状況の検討）

２－３　国外関連取引を行う法人が，そ

の確定申告書に「国外関連者に関する明

細書」（法人税申告書別表十七�）を添

付していない場合又は当該別表の記載内

容が十分でない場合には，当該別表の提

出を督促し，又はその記載の内容につい

て補正を求めるとともに，当該国外関連

取引の内容について一層的確な把握に努

める。

３　別表十七�に基づく移転価格税制の実務的解説



ます。

　⑥　特殊の関係の区分（「第　該当」の記載）

　法人の国外関連者となる関係について，措

置法令３９条の１２第１項各号のうち，いずれの

号に該当するかを記載します。各号の概要は

次のとおりです。

　１号：親子関係（法人又は国外関連者が他

方を直接・間接で５０％以上の株式等

を保有する関係）

　２号：兄弟関係（同一の者が法人及び国外

関連者を直接・間接で５０％以上の株

式等を保有する関係）

　３号：実質的支配関係（法人又は国外関連

者が他方を役員関係等により事業方

針の全部又は一部を実質的に決定で

きる関係）

　４号：直列的連鎖関係（法人と国外関連者

が上記３号の実質的支配関係（及び

直接・間接で５０％以上の株式等の保

有で判定する関係）により直列的に

連鎖している関係）

　５号：並列的連鎖関係（法人と国外関連者

が上記３号の実質的支配関係（及び

直接・間接で５０％以上の株式等の保

有で判定する関係）により並列的に

連鎖している関係）

　⑦　株式等の保有割合

　　イ　保　　　有

　　　　法人が直接又は間接に保有する国外

関連者の株式等の保有割合を記載しま

す。内書には直接保有割合を記載しま

す。

　　ロ　被　保　有

　　　　法人が国外関連者により直接又は間

接に保有されている株式等の保有割合

を記載します。上記⑥の２号又は５号

に該当する場合には，法人がその同一

の者により直接もしくは間接に保有さ

れている株式等の保有割合を記載しま

す。内書には，国外関連者又はその同

一の者による直接保有割合を記載しま

す。

　　ハ　同一の者による国外関連者の株式等

の保有

　　　　国外関連者が同一の者により直接又

は間接に保有されている株式等の保有

割合を記載します。内書には，その同

一の者による直接保有割合を記載しま

す。

　⑧　直近事業年度の営業収益等

　　　法人の申告事業年度と同じ又は最も近

い国外関連者の事業年度に関する次の各

項目について，国外関連者がその会計帳

簿の作成に当たり使用する外国通貨によ

りそれぞれ記載するとともに，カッコ内

に円換算した金額を百万円単位で記載し

ます。

　　イ　事業年度

　　ロ　営業収益又は売上高

　　ハ　営業費用（�　原価，�　販売費及

び一般管理費）

　　ニ　営業利益

　　ホ　税引前当期利益

　　ヘ　利益剰余金

ｂ　国外関連者との取引状況等

　　次の取引の種類ごとに，イ 受取，ロ 支

払の欄に，国外関連者との取引金額を百万

円単位（端数は四捨五入，実績値で記載し

ます。

　また，ハ 算定方法の欄には，各取引につい

て法人が選定した独立企業間価格の算定方法

について記載します。

　①　棚卸資産の売買の対価

　②　役務提供の対価

　③　有形固定資産の使用料

　④　無形固定資産の使用料

　⑤　貸付金の利息又は借入金の利息

　⑥　その他（空欄につき適宜）

　　なお，独立企業間価格の算定に影響を与

える特別な事情が生じた場合には，その具
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体的な内容を別紙に記載し添付することが

求められています。特別な事情とは，例え

ば，生産拠点の海外移転，取引形態・流通

形態の変更，買収・合併等による事業再編

などです。

ｃ　事前確認の有無

　　独立企業間価格の算定方法についてわが

国又は国外関連者所在地国の税務当局によ

る事前確認の有無を記載します。

�　記載事項の意義と留意事項

ａ　国外関連者の名称等の各項目に関して

　＜⑥「特殊の関係の区分」＞

　　移転価格税制の対象となる国外関連者の

把握が求められます。

　　移転価格税制における国外関連者は，上

述の１号から５号の場合のように海外子会

社に止まらず，株式等の保有関係に基づく

孫会社あるいは曾孫会社等，兄弟会社ある

いは従兄弟会社等も対象となり，また，形

式的に株式等の保有関係が直接又は間接で

５０％に満たなくとも，実質的支配関係のつ

ながりを含めて判定されますので，ご留意

ください。

　＜③「主たる事業」及び④「従業員の数」

と⑧「直近事業年度の営業収益等」＞

　　移転価格税制における基本的な考え方と

して，国外関連取引の当事者が果たしてい

る事業上の機能及び負っているリスクに相

応の利益状況を得ているかが重要視されま

す。

　　したがって，移転価格税制を考える上で，

機能及びリスクの検討は基本となる重要な

事項です。この分析は基本的に事実関係を

積み上げ，細部までの検討を要する作業で

すが，「主たる事業」の内容とそこに従事

する「従業員の数」が記載されることによ

り，国外関連者の機能を極めて概観的に示

す基本的な情報が求められます。

　　税務当局の観点を想定した場合，「主たる

事業」の内容に基づき，各国（各地域）に

おける類似業種の概ねの利益水準と⑧の

「直近事業年度の営業収益等」を対比し，

移転価格問題の有無が検討できます。また，

「従業員の数」と果たしている機能の多寡

には相関関係があると考えられるため，⑧

の「直近事業年度の営業収益等」における

収益状況が，その想定される機能に見合っ

た適切な水準であるかも検討できます。

　　なお，このような検討を税務当局が行う

ことは，次の事務運営要領２－１から伺え

ます。
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（調査の方針）

２－１　調査に当たっては，移転価格税

制上の問題の有無を的確に判断するた

めに，例えば次の事項に配意して国外

関連取引を検討することとする。この

場合においては，形式的な検討に陥る

ことなく個々の取引実態に即した検討

を行うことに配意する。

　�　法人の国外関連取引に係る売上総

利益率又は営業利益率等（以下「利

益率等」という。）が，同様の市場

で法人が非関連者と行う取引のうち，

規模，取引段階その他の内容が類似

する取引に係る利益率等に比べて過

少となっていないか。

　�　法人の国外関連取引に係る利益率

等が，当該国外関連取引に係る事業

と同種で，規模，取引段階その他の

内容が類似する事業を営む非関連者

である他の法人の当該事業に係る利

益率等に比べて過少となっていない

か。

　�　法人及び国外関連者が国外関連取

引において果たす機能又は負担する

リスク等を勘案した結果，法人の当

該国外関連取引に係る利益が，当該

国外関連者の当該国外関連取引に係



ｂ　国外関連者との取引状況等に関して

（�）　イ「受取」及びロ「支払」の各欄

　　対象となる国外関連者との間に，どのよ

うな種類の取引があり，どの程度の取引規

模であるのか具体的な取引金額を示すこと

が求められます。

　　税務当局の観点を想定した場合，取引の

種類とその取引規模をａ．⑧の「直近事業

年度の営業収益等」と総合的に勘案し，移

転価格税制の適用に当たっての問題点の所

在と大きさについて，より具体的な検討が

できると思われます。

　　ところで，移転価格税制の対象となる次

の取引について，各々，以下の点について

留意が必要と思われます。

＜②「役務提供の対価」＞

　　親会社はグループの運営のため様々な経

営・財務・事務管理上の活動を行っていま

す。この中で，その活動が子会社等にとっ

て「経済的又は商業的価値」を有する場合，

企業グループ内役務提供として移転価格税

制の対象になりますのでご留意ください。

　　経営・財務・事務管理上の活動とは，例

えば次のような業務です。

　�　企画又は調整

　�　予算の作成又は管理

　�　会計，税務又は法務

　�　債権の管理又は回収

　�　情報通信システムの運用，保守又は管

理

　�　キャッシュ・フロー又は支払い能力の

管理

　�　資金の運用又は調達

　�　利子率又は外国為替レートに係るリス

ク管理

　�　製造，購買，物流又はマーケティング

に係る支援

　�　従業員の雇用，配置又は教育

　�　従業員の給与，保険等に関する事務

　�　広告宣伝（�に掲げるマーケティング

に係る支援を除く。）

＜④「無形固定資産の使用料」＞

　　わが国における移転価格調査の傾向とし

ては，特に無形資産の取引（技術等の使用

許諾等の対価）を注視していると思われま

す。これは，これまでの日本で製造した製

品を輸出するというビジネスモデル（【図

１】参照）から，多くの会社が製造技術を

海外子会社等に供与し現地製造・現地販売

（又は第三国へ販売）するという，日本の

親会社が海外での製品販売取引の商流に入

らないビジネスモデル（【図２】参照）に

移行していることが背景となっています。

そして，研究開発活動という事業継続のた

めの根幹に関わる重要な役割を果たす親会

社が，その成果としての利益をロイヤル

ティにより適正に享受し所得に十分反映さ

れているかが，わが国の移転価格税制の執

行上，重要な項目となっているためと思わ
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【図１：輸出型】 【図２：現地生産型】

（出典：新日本アーンスト  アンド  ヤング税理士法人）

※旬刊経理情報2008年８月１日号掲載

親会社 子会社
 

〔日本〕 〔海外〕

（製造） （販売）

市　場

親会社 子会社 

〔日本〕 〔海外〕

（製造・販売）

市　場

製品輸出

製品の対価

技術援助
（製造移管）

無形資産の対価

　　る利益に比べて相対的に過少となっ

ていないか。



れます。

　　このような無形資産取引において留意す

べき点として，親会社が所有する特許権等

の法的な工業所有権の使用でなくても，製

造技術，製造ノウハウ等を子会社に供与し

ていれば，技術援助契約等の有無にかかわ

らず無形資産取引が認識されるのでご留意

ください。なお，移転価格税制上の無形資

産の定義については下記をご参照ください。

　　また，日本親会社が国外関連者との間に

おける棚卸資産の輸出・輸入取引の金額が

僅少である場合で，無形資産の使用料の金

額も小さければ，その国外関連者との取引

について大きな移転価格税制の問題がない

と考えるかもしれません。しかしながら，

使用料の金額が小さいことがむしろ移転価

格税制上で大きな問題を内包している可能

性がありますので，ご留意ください。

　【移転価格税制上の無形資産の定義：措置

法通達６６の４�－３の�】

　・　著作権

　・　特許権，実用新案権，意匠権及び商標

権の工業所有権及びその実施権等

　・　生産その他業務に関し繰り返し使用し

得るまでに形成された創作（独自の考案

又は方法を用いた生産についての方式，

これに準ずる秘けつ，秘伝その他特別に

技術的価値を有する知識及び意匠等をい

い，ノウハウや機械，設備等の設計及び

図面等に化体された生産方式，デザイン

を含む。）

　・　顧客リスト，販売網

　・　上記のほか，重要な価値のあるもの

　＜⑥　その他の対象となる取引として「信

用保証の対価」＞

　　国外関連者が現地金融機関からの借入に

より資金調達する際に，親会社が金融機関

に対し債務保証をする場合があります。債

務保証は一般的な経済取引であり，移転価

格税制の対象となります。

　　また，正規の債務保証でなく金融機関と

の信用関係に基づく便宜的なものとして，

国外関連者の信用上の問題が生じた場合に

その債務の保証を行うことを金融機関等に

約束する保証予約についても，金融機関に

対し実質的な保証と同等の効果がある場合

には，国外関連者に対し信用供与している

と認められることから，オフ・バランスで

あっても債務保証と同様に移転価格税制の

対象となりますのでご留意ください。

（�）　ハ「算定方法」の欄

　　各取引について法人が選定した独立企業

間価格の算定方法について記載が求められ

ます。わが国においては，国外関連者との

取引が移転価格税制に照らし適正かどうか

判断する上で必要と認められる記録を作

成・保持しておくこと（以下「移転価格文

書化」という。）を法令の定めにより義務

付けられていません。しかしながら，この

欄に各取引の対価について独立企業間価格

の算定方法を選定し記載する以上，税務調

査に際し，記載した算定方法の選定理由及

びその適用結果等について，税務当局から

問われることは十分想定されるところです。

したがって，各取引について移転価格税制

上で適正であることについて検討しておく

ことが実質的に求められているといえます。

　　また，事務運営要領２－４では移転価格

調査において検査する書類が明示されてい

ます。これらの書類が調査開始前に準備さ

れていなかったとしても，法令上の罰則は

ありませんが，移転価格調査を受けたとき，

税務当局が独立企業間価格を算定するため

に必要と認められる書類もしくは帳簿等の

提示または提出を求められた場合に，遅滞

なく対応しなかった場合には移転価格税制

上の推定規定を適用される恐れがあります。

また，移転価格調査が開始されてから，そ

のとき初めて事務運営要領に定める書類を

準備するのでは，法人の事務負担も大きい
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と思われます。したがって，その観点から

も移転価格税制の対応として相応の準備を

しておくことが望ましいと思われます。
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（調査時に検査を行う書類等）

２－４　調査においては，例えば次に掲

げる書類又は帳簿その他の資料（以下

２－４において「書類等」という。）

から国外関連取引の実態を的確に把握

し，移転価格税制上の問題があるかど

うかを判断する。

　�　法人及び国外関連者ごとの資本関

係及び事業内容を記載した書類等

　　イ　法人及び関連会社間の資本及び

取引関係を記載した書類等

　　ロ　法人及び国外関連者の沿革及び

主要株主の変遷を記載した書類等

　　ハ　法人にあっては有価証券報告書

又は計算書類その他事業内容を記

載した報告書等，国外関連者に

あってはそれらに相当する報告書

等

　　ニ　法人及び国外関連者の主な取扱

品目及びその取引金額並びに販売

市場及びその規模を記載した書類

等

　　ホ　法人及び国外関連者の事業別の

業績，事業の特色，各事業年度の

特異事項等その事業の内容を記載

した書類等

　�　法人が独立企業間価格の算定に使

用した書類等

　　イ　法人が採用した比較対象取引の

選定過程及び当該比較対象取引の

明細を記載した書類等

　　ロ　法人が複数の取引を一の取引と

して独立企業間価格の算定を行っ

た場合，その基となった個別の取

引の内容を記載した書類等

　　ハ　法人がその独立企業間価格の算

　　　定方法を採用した理由を記載した

書類その他法人が独立企業間価格

算定の際に作成した書類等

　　ニ　比較対象取引について差異の調

整を行った場合，その調整方法及

びその理由を記載した書類等

　�　国外関連取引の内容を記載した書

類等

　　イ　契約書又は契約内容を記載した

書類等

　　ロ　価格の設定方法及び法人と国外

関連者との価格交渉の内容を記載

した書類等

　　ハ　国外関連取引に係る法人又は国

外関連者の事業戦略の内容を記載

した書類等

　　ニ　国外関連取引に係る法人及び国

外関連者の損益状況を記載した書

類等

　　ホ　国外関連取引について法人及び

国外関連者が果たした機能又は負

担したリスクを記載した書類等

　　ヘ　国外関連取引を行う際に法人又

は国外関連者が使用した無形資産

の内容を記載した書類等

　　ト　国外関連取引に係る棚卸資産等

に関する市場について行われた分

析等に係る書類等

　　チ　国外関連取引に係る棚卸資産等

の内容を記載した書類等

　　リ　国外関連取引と密接に関連する

他の取引の有無及びその内容を記

載した書類等

　�　その他の書類等

　　イ　法人及び国外関連者の経理処理

基準の詳細を記載したマニュアル

等

　　ロ　外国税務当局による国外関連者

に対する移転価格調査又は事前確



　　選定する算定方法としては，独立価格比

準法，再販売価格基準法，原価基準法の三

法（以下，「基本三法」という。）と，これ

ら基本三法の適用ができない場合に限り，

基本三法に準ずる方法またはその他政令で

定める方法の適用が認められています。そ

の他政令で定める方法としては，利益分割

法，取引単位営業利益法，またはそれらに

準ずる方法があります。

　　法人が独立企業価格の算定方法の選定を

考える場合，適用順位で優先される基本三

法を適用しようとしても，実務的にはほと

んどの場合が困難であり，結果的には，そ

の他の政令で定める方法の適用を検討する

ことが多いかと思われます。これは，基本

三法を適用するためには国外関連取引と比

較可能な非関連者との取引を必要とします

が，法人または国外関連者が対象となる国

外関連取引と比較可能な非関連者との取引

（内部比準取引）を行っていることは稀で

あり，その場合，比較対象取引を外部に求

めても入手することが難しいからです。

　　他方，その他政令で定める方法では，例

えば取引単位営業利益法の場合，その特徴

としては，一般に入手可能な公開情報が活

用できることです。基本三法との相違点は，

再販売価格基準法及び原価基準法が売上総

利益をベースにした利益指標により比較す

ることに対し，取引単位営業利益法では営

業利益をベースにした利益指標により比較

することとしています。売上総利益をベー

スとして移転価格を分析する場合，検証す

る国外関連取引と比較対象取引の対象製品

の類似性，売上原価の範囲の同一性等が厳

しく求められます。

　　しかし，他社に関する一般に入手可能な

公開情報の内容では，製品の類似性，売上

原価の範囲等の差異の調整を行うことはほ

とんど不可能であることから比較可能性が

確保できないと思われます。このため，基

本三法の適用を考える場合，公開情報に基

づき比較対象取引を求めることは困難であ

ると言わざるを得ません。これに対し営業

利益をベースとして移転価格を分析する場

合には，売上原価と販売費及び一般管理費

から成る総原価を控除した後の利益である

ことから，公開情報に拠ったとしても営業

利益を算定する基となる総原価（売上原価

及び販売費・一般管理費の合計）の範囲の

同一性は基本的に確保されています。

　　また，営業利益ベースとすることで，販

売費及び一般管理費の発生の元となる事業

活動を含め勘案することから，事業活動の

機能の類似性に着目することも可能である

といわれています。このため，取引単位営

業利益法の適用を考える場合，一般に入手

可能な公開情報に基づき比較対象取引を求

めることも可能な場合が多いと思われます。

取引単位営業利益法は，基本三法のような

厳密な比較可能性を確保できない反面，一

般の法人であっても公開情報を活用できる

ことで，次善の方法ですが独立企業間価格

の算定方法として適用できる場合が多いと

考えられます。

ｃ　事前確認の有無

　　事前確認制度は，移転価格税制に係る法

人の予測可能性を確保できる制度として，

税務当局が推奨する手続きです。事前確認

には，わが国または国外関連者が所在する
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　　　認の内容を記載した書類等

　　ハ　移転価格税制に相当する外国の

制度にあって同制度の実効性を担

保するために適正な資料作成を求

める規定（いわゆるドキュメン

テーション・ルール）に従って国

外関連者が書類等を準備している

場合の当該書類等

　　ニ　その他必要と認められる書類等

（出典：国税庁事務運営要領）



国の税務当局の単独によるものと，租税条

約に基づき権限ある当局による相互協議手

続きを伴うわが国と国外関連者が所在する

国の二国間によるものがあります。同制度

に基づき，わが国の税務当局から国外関連

取引に関する独立企業間価格の算定方法に

ついて事前確認を得ている場合には，移転

価格調査の対象にはなりません。ただし，

国外関連者の所在する国だけの単独で事前

確認を得ている場合，わが国の税務当局は

その内容に何ら拘束されないため，移転価

格調査の対象になり得ることにご留意くだ

さい。

　海外に子会社を有している会社特有の税務

として，タックス・ヘイブン対策税制の適用

の可能性がありますが，国外関連者がタック

ス・ヘイブン対策税制における特定外国子会

社等に該当する場合の適用関係は，移転価格

税制が優先適用されます。具体的には，特定

外国子会社等との取引について移転価格税制

を適用した場合には，その特定外国子会社等

に係る所得の金額又は欠損の金額の計算にお

いて，その取引が独立企業間価格で行われた

ものとして計算することにより，移転価格税

制がタックス・ヘイブン対策税制よりも先に

適用されます。

　これまで，わが国の観点から移転価格税制

について解説してきましたが，移転価格税制

の本質として国際間の所得配分を問題にした

税制であり，国外関連取引の相手国において

も，その取引が同様に移転価格税制の対象に

なり得るという性質があります。

　したがって，わが国の税制に照らして全く

問題がない場合でも相手国側では逆に問題と

なる場合があります。また，移転価格税制の

理解を誤り，あるいは，考慮しないで放置し

ていると，最悪の場合はわが国と相手国の双

方で問題視されることがあります。特に，取

引を通して得られるグループ内での合算利益

が非常に乏しい場合，または赤字の場合には，

双方で問題視される可能性が高くなると思わ

れます。

　子会社形態による事業の海外展開が進み，

グループ間取引が増加する中で，中国等をは

じめ外国での移転価格税制の執行は強化され

る傾向にあります。また，海外子会社配当等

益金不算入制度の創設により所在地国の税率

が低い場合には海外子会社に利益を移転した

上で配当により回収することでのグループ全

体での税の軽減を図るような事態に対処する

ため，わが国においても移転価格税制の執行

が更に強化されることも考えられます。

　このため，海外に子会社がある法人は，ま

すます移転価格税制を考慮した対応を求めら

れることになると思われます。
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４　タックス・ヘイブン対策税制との適用関係

５　結び（移転価格税制の特質）
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